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期間：2023 年５月１日から 2024 年４月 30 日 

（本活動計画・予算は、2023 年 5 月 29 日第 209 回理事会で決議したものです。） 
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第 5 期（2022~2025 年度）活動方針と中期重点テーマ 

■活動方針策定の前提としての環境の変化 

第 5期の活動においても引き続き、本法人の理念「よい社会は市民がつくる」を実現していきます。 

・コロナ禍により人々の交流のあり方・社会への関わり方が変化してきました。 

・「SDGs」の普及により、社会課題解決のために多様な主体と連携が重要になります。 

・NPOの変わらぬ課題として人材確保・教育、後継者不足、収入源の多様化があります。 

このような社会の変化を踏まえ、今までの経験・知恵・資源を活かし、新しい活動展開に取り組みます。 

 

■第 5 期（2022~2025 年度）の重点テーマ 

～With コロナ時代の市民社会を支える中間支援～ 

(テーマ１)「草の根の市民活動」の活性化                         

「草の根の市民活動」の役割をサービス提供だけではなく、市民参加＋多様化・複雑化する社会課題

の顕在化と対処へのチャレンジと捉え、その役割を果たす市民活動が立ち上がり、持続するための支援

をします。 

① 新たな団体の立ち上げや社会課題に応えていく事業の開発を支援します。 

② 市民活動団体が自らの強み・専門性を活かすために、「かなめびと」事業（バックオフィス支

援）としてプログラム開発と人材育成を行います。 

③ 団体のライフサイクル（世代交代、事業承継等）に応じた理念の承継・見直しや組織基盤強

化を専門家と連携しながらすすめます。 

(テーマ２)多様な主体と連携・協働したまちづくり                            

多様な主体との連携の視点を加え、これからの地域づくりを見据えたテーマの学び合いや人材育成を

進めます。 

① 社会の変化に応じた持続可能なまちづくりを進めていくために、地域の事情に寄り添うと同

時に、自治体枠を超えた連携・協働に努めます。 

② 自然災害や感染症等の緊急時でも市民活動団体が役割を果たすことができるように、活用で

きる BCPの策定・運用を支援します。 

③ 対面とオンラインを目的に合わせて使い分け、学びあいや人材育成の場をつくります。 

(テーマ３)よい社会をつくる資源の蓄積・情報循環                           

多様な人が出会い、経験・情報を交流するゆるやかな場をつくります。 

① 愛知県域で活動する中間支援組織として、市民公益活動

に関する全国的な動きを把握するとともに、地域現場の

現状や実践・提案を発信する役割を担います。 

② コロナ禍における NPO の現状・課題を調査・研究し、

今後の方向性を見出す議論を起こします。 

③ 市民公益活動の実践者、研究者、専門家等、市民公益活

動に共感する新たな人材とつながる学習や交流の場をつ

くります。 

※市民活動とは、市民活動団体によって行われる公益活動をいいます。 

※市民活動団体とは、NPO 法人だけでなく、任意団体、社団法人、財団法人、自治会などの地域活動団体も含まれます。 

 



34,582,971 円

事業合計 32,582,971 円

17,743,874 円

事業内容 開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

150,000 円

①
　ＮＰＯ・企業・行政等に対するＮＰＯへ
の理解や協働、事業運営や組織運営に関す
る講師派遣など各種研修事業

通年
愛知県・東海地域
を中心に実施

講座受講者及び受
講者の所属団体や
当該地域社会

役職員等 150,000 円

②
　愛知県職員をはじめ行政・企業・ＮＰＯ
等のインターンシップ研修を実施する

通年 本法人事務所等
当該派遣者及び所
属団体等

役職員等 0 円

１-2　受託契約事業（公共部門）　　 17,593,874 円

①

　市民と行政とが共存・協働できるまちづ
くりを推進するための支援。市民参画、ま
ちづくりコーディネーターの育成、職員研
修等。

事業
期間

刈谷市の施設
受講生・刈谷市・
刈谷市民等

役職員等
7名

6,880,874 円

②
　市民協働に関する職員の意識を醸成し、
市民協働の取組の課題への対応策を学ぶこ
とを通して、市民協働の推進を図る

事業
期間

岡崎市内の公共施
設等

受講生・岡崎市・
岡崎市民等

役職員等
3名

280,000 円

③
　清須市民を対象とし、様々なまちづくり
主体が情報共有や関係構築できる場の運営
支援ならびに協働分析調査を行う

事業
期間

清須市内公共施設
受講生・清須市・
清須市民等

役職員等
4名

1,573,000 円

④

　ＮＰＯと大学・企業など多様な主体との
連携・協働を進めるために必要なコーディ
ネートスキルを養う研修・活用報告書の作
成

事業
期間

あいちＮＰＯ交流
プラザ等

市民、ＮＰＯ、企
業、行政等

役職員等
4名

3,160,000 円

⑤
人権啓発条例の普及啓発を目的に、県内４
か所にてワークショップを開催する

事業
期間

愛知県内公共施設
市民・ＮＰＯ・愛
知県民等

役職員等
4名

5,000,000 円

⑥
　ＮＰＯやＮＰＯ支援者を対象に、助成金
や課題解決に資する情報を提供するセミ
ナー

事業
期間

愛知県内公共施設
市民・ＮＰＯ・愛
知県民等

役職員等
4名

700,000 円

375,000 円

事業内容 開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

45,000 円

①
　NPOやまちづくりに関する有益な情報を
ライブラリ等で収集管理するとともにICT等
を通じて情報提供する。

通年 当法人事務所

NPO・まちづくり
に関心を持つ市
民、NPO、企業、
行政等

役職員等 0 円

② 学習型情報循環事業
　市民社会形成をめぐる動きについて、課
題意識を持ち寄り、情報を循環させる

通年 当法人事務所

NPO・まちづくり
に関心を持つ市
民、NPO、企業、
行政等

役職員等 45,000 円

２-2　受託契約事業（公共部門） 330,000 円

①
　愛知県の「ＮＰＯ交流プラザ」のＷｅｂ
サイトのメンテナンスを行う

通年 当法人事務所等
県民、NPO、行
政、企業、など。

役職員等
3名

330,000 円

2023年5月1日～2024年4月30日 総合計（税込）

１-1　ＮＰＯ・まちづくり研修事業

特定非営利活動に係る活動計画
2023.5.29 第209回理事会

収益予定額

１．研修事業

事業項目／事業名 収益予定額

ＮＰＯ・まちづくりに関する
講師派遣等研修事業

インターンシップ研修

ＮＰＯ資金調達セミナー

刈谷市・市民との共存・協働
推進支援事業（刈谷市）

岡崎市職員の市民協働研修
（岡崎市）

清須市市民協働推進支援業務
（清須市）

多様な主体との連携・協働促
進コーディネーター養成研修
（愛知県）

２．啓発・情報提供事業

人権啓発キャラバン

事業項目／事業名 収益予定額

２-1　情報提供事業

NPO・まちづくりに関する
情報発信事業

あいちＮＰＯ　Ｗｅｂサイト
メンテナンス（愛知県）
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220,000 円

事業内容
開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

190,000 円

①
　ＮＰＯやまちづくりの現状と課題を把握
し経営基盤強化等問題解決するためフォー
ラムの開催や研究レポート発行等を行う。

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 0 円

②
　防災のまちづくりに向けて、ＢＣＰの事
例を収集・調査を行い普及・啓発する。

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 0 円

③
　愛知県内NPO法人の財務状況をはじめと
した現状の調査・発信し、今後のあり方を
提言する

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 60,000 円

④
　各種公的機関設置の委員会等に参画し提
言を行う

通年
全国・東海地域の
公共施設等

全国・中部・東海
の県民・行政等

役職員等 100,000 円

⑤
　多様な主体が連携して取り組んだ事例の
うち、効果的な取組を評価し、表彰する制
度の運用にむけて検討を開始する

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 0 円

⑥

　NPOにおける適正価格を追求するため、
企業における価格設定を学び、業務やサー
ビスに対して適正な対価を見出す研究会を
開催する

通年 本法人事務所
市民、NPO、企
業、行政等

役職員等
3名

30,000 円

３-２　受託契約事業（民間部門） 30,000 円

①
　多様な主体が連携して取り組んだ事例を
分析し、見出された要素からモデル事業を
実施に向けた研究会を開催する

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 30,000 円

事業項目／事業名 収益予定額

ＮＰＯ・まちづくりに関する
調査研究提言

BCＰ普及に向けた調査研究

コロナ禍のＮＰＯ実態調査

各種委員会・審議会参画

３-1　ＮＰＯ・まちづくりに関する調査・研究・提言を実施又はサポート

３．研究調査・提言事業

活動コストと資金調達に関す
る研究会

地域・コミュニティ連携事例
の表彰のあり方検討会

地域・コミュニティ連携協働
モデル事業の創発研究会
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12,600,097 円

事業内容
開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

1,230,000 円

①
　NPO等からの団体固有の課題、運営等の
相談に対して個別に対応を行う

通年 当法人事務所等 NPO50団体程度 役職員等 550,000 円

②
　ソリマチのＮＰＯ会計ソフト「会計王(Ｎ
ＰＯ法人会計基準対応版)」の普及によりＮ
ＰＯの会計業務を支援。

通年
当法人事務所及び
当該ＮＰＯ事務所

NPO20団体程度
役職員等
3名

400,000 円

③
　NPOの事業承継に関する相談・助言対応
を基に、事例収集、事例報告に取り組む

随時
当法人事務所及び
当該ＮＰＯ事務所

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
５名

100,000 円

④
　NPO活動における日常的な困り事を気軽
に相談できるよう、定期的に相談室を開設
し、相談対応する。

通年
当法人事務所もし
くはオンライン

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等 100,000 円

⑤
　NPOを対象に介護と仕事を両立するため
の業務マネジメントの相談支援・情報提供
を行う

随時
当該団体の事務所
等

当該団体及びその
関係者

役職員等
５名

80,000 円

7,170,097 円

①
　市内NPOを対象に、NPOの会計・労務・
組織運営等の相談ならびに講座を実施する

事業
期間

名古屋市民活動推
進センター

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
5名

2,450,000 円

②
　町内のNPO・地域団体の会計・労務・組
織運営等の相談に応じる。

事業
期間

大口町の公共施設
当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
３名

490,187 円

③
　市内のNPOの会計・労務・組織運営等の
相談に応じる。

月1
回

一宮市市民活動セ
ンター

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
1名

132,000 円

④
　市内のNPOの会計・労務・組織運営等の
相談に応じる。

随時
尾張旭市市民活動
支援センター

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
3名

60,000 円

⑤
　市内のNPOの会計・労務・組織運営等の
相談に応じる。

随時
北名古屋市市民活
動スペース

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
3名

20,000 円

⑥
　市内のNPOの会計・労務・組織運営等の
相談に応じる。

随時
長久手市まちづく
りセンター

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
3名

20,000 円

⑦
　名古屋市内NPOを対象に、ポストコロナ
における事業の継続発展にむけて事業展開
等に関する伴走支援を行う

事業
期間

当法人事務所及び
当該NPO事務所

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
7名

3,997,910 円

4,200,000 円

①
　東海労働金庫からのご寄付により「就労
支援」「こどもの健全育成」「子育て家庭
支援」活動が行われることを支援する。

事業
期間

東海ろうきん本
部、及び当該団体
の事務所等

愛知県内の市民、
NPO及びその関係
者等

役職員等
５名

3,900,000 円

②
　助成金を活用してNPOを対象に事業評
価・組織評価に関する伴走支援を行う

随時
当該団体の事務所
等

当該団体及びその
関係者

役職員等
５名

300,000 円

4-1　ＮＰＯ・まちづくり相談サポート事業

4．相談・助言事業

事業項目／事業名 収益予定額

ＮＰＯ事務支援事業（大口
町）

一宮市市民活動支援センター
アドバイザー

市民活動・NPO相談（尾張
旭市）

市民活動相談（北名古屋市）

市民活動相談（長久手市）

4-3　受託契約事業（民間部門）

東海ろうきん助成支援事業

組織基盤強化に関する伴走支
援事業

ポストコロナの市民活動団体
支援（名古屋市）

NPO・まちづくり相談事業

NPO会計ソフト提供事業

事業承継センター

4-2　受託契約事業（公共部門）

NPOアドバイザー事業（名
古屋市）

ピア相談会

NPOにおける介護と仕事の
両立支援事業
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130,000 円

事業内容
開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

130,000 円

①
　ウィズコロナ時代に合ったオンラインセ
ミナー等、ＮＰＯ・まちづくりの交流・
ネットワーク形成を進める

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

当該団体及び市
民・関係者

役職員等 0 円

②
　市民活動支援センターのこれからのあり
方について、調査や事例収集を通して検討
する

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等
５名

0 円

③
　農山村活性化のため産地直売所活性化を
推進する。

事業
期間

愛知県内一円
愛知の市民、企
業、行政等

役職員等 0 円

④
　中小企業診断士の実務実習先としてNPO
とのマッチングを通じて、中小企業診断士
のNPO支援の促進を図る

随時 愛知県内一円
愛知の市民、企
業、行政等

役職員等 30,000 円

⑤

　ＮＰＯの実務担当者を対象に、ボード
ゲーム等レクリエーションの場の提供を通
じて、相互理解や信頼関係づくりに取り組
む他、最新法令や対応に関するセミナーな
どテーマ探求型の学習の場をオンライン開
催する

通年
本法人事務所等
(オンライン開催)

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等 100,000 円

⑥

　NPO・市民活動・ソーシャルセクター等
の関係者が集い、分野横断的な議論をする
フォーラムを開催する。今年度は人権を
テーマに開催する。

通年
本法人事務所及び
東海三県の施設等

市民、NPO、企
業、行政等

役職員等
５名

0 円

1,514,000 円

事業内容 開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

1,514,000 円

①
　高齢者介護や障がい者福祉を担う福祉Ｎ
ＰＯが結成した当該法人の事務局運営支援
等を行う

事業
期間

当法人事務所
当該ＮＰＯ、受益
者、関係者等

役職員等
2名

360,000 円

②
　NPO・市民活動団体の活動拠点・郵便物
など一時連絡対応、会員管理・活動情報の
発信等を行う

通年
当法人事務所及び
支援先ＮＰＯ事務
所

NPO5団体程度
役職員等
5名

144,000 円

③
　会計データ入力、休眠預金等助成金の会
計報告を代行する

通年
当法人事務所及び
支援先ＮＰＯ事務
所

NPO5団体程度
役職員等
5名

1,000,000 円

④
　NPO会計力検定の愛知開催の事務局運営
を行う

通年
当法人事務所及び
支援先ＮＰＯ事務
所

当該ＮＰＯ及びそ
の関係者

役職員等
3名

10,000 円

2,000,000 円

事業内容 開催
時期

開催地
・会場等

受益対象者
従事予
定者

2,000,000 円

①

　本会の理念に賛同・共感するNPO・市
民・企業を対象に活動報告および参画機会
を創出するとともに新たな支援者の入会を
促す

通年
当法人事務所及び
オンライン

会員ならびに愛知
県民、企業等

役職員等 1,000,000 円

②
　本会の理念や活動への寄附金をオンライ
ンサイト・東海ろうきんNPO寄付システム
等によるPRを通じて募集する

通年
当法人事務所及び
オンライン

全国の市民、当該
ＮＰＯ及びその関
係者

役職員等 1,000,000 円

５．交流、ネットワーク促進事業

６．市民団体等事務局代行事業

事業項目／事業名 収益予定額

事業項目／事業名 収益予定額

5-1　ＮＰＯ交流・ネットワーク促進事業　

ＮＰＯ・まちづくり交流・
ネットワーク事業

市民活動支援センター情報交
流促進

産直施設活性化事業

中小企業診断士のNPO支援
促進

NPOフェスタ（フォーラ
ム）

会員管理・入会促進事業

団体・個別事業への寄付促進
事業

6-1　市民団体等事務局代行支援事業

（特）あいち福祉ネット

NPO会計事務代行

NPO会計力検定

管理

事業項目／事業名 収益予定額

管理

テーマ探求型サロン（出会い
の場づくり事業）

NPO事務代行事業

４ 
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活　動　予　算　書

【経常収益】 2022予算 2023.4決算（B) 2023予算（C） 差額（C)-（B)
  【受取会費】
    受取入会金 20,000 6,000 20,000 14,000 
    正会員受取会費 700,000 359,000 700,000 341,000 
    賛助会員受取会費 80,000 40,000 80,000 40,000 
    利用会員受取会費 200,000 45,000 200,000 155,000 

1,000,000 450,000 1,000,000 550,000 
  【受取寄付金】
    受取寄付金（一般） 1,536,000 1,555,629 1,030,000 △ 525,629 
    受取寄付金（ろうきん） 3,000,000 5,031,555 3,900,000 △ 1,131,555 

4,536,000 6,587,184 4,930,000 △ 1,657,184 
  【受取助成金等】
    受取助成金 3,468,500 2,212,337 0 △ 2,212,337 
    受取補助金 0 1,000,000 0 △ 1,000,000 

3,468,500 3,212,337 0 △ 3,212,337 
  【事業収益】
    事業　収益 1,505,000 2,325,016 1,465,000 △ 860,016 
    受託事業収益（公共部門） 21,159,284 19,454,556 25,243,971 5,789,415 
    受託事業収益（民間部門） 2,274,000 2,396,590 1,944,000 △ 452,590 

24,938,284 24,176,162 28,652,971 4,476,809 
  【その他収益】
    受取　利息 100 223 0 △ 223 
    雑　収　益 200 1,630 0 △ 1,630 

300 1,853 0 △ 1,853 

        経常収益  計 33,943,084 34,427,536 34,582,971 155,435 
【経常費用】
  【事業費】
    （人件費）
      給料　手当 9,932,600 9,604,443 11,161,017 1,556,574 
      法定福利費 993,090 880,397 1,077,118 196,721 
      退職給付費用 60,000 58,113 60,000 1,887 
      通　勤　費 480,000 415,970 480,000 64,030 
      福利厚生費 20,000 49,190 50,000 810 
        人件費計 11,485,690 11,008,113 12,828,134 1,820,021 
    （その他経費）
      売上　原価 320,000 400,400 320,000 △ 80,400 
      諸　謝　金 2,697,700 8,289,476 5,080,900 △ 3,208,576 
      業務委託費 9,851,716 3,574,259 6,593,160 3,018,901 
      新聞図書費 107,000 102,226 107,000 4,774 
      印刷製本費 484,000 398,376 216,000 △ 182,376 
      会　議　費 0 9,105 0 △ 9,105 
      旅費交通費 188,000 173,132 127,000 △ 46,132 
      通信運搬費 1,104,000 930,406 847,000 △ 83,406 
      消耗品  費 347,000 347,427 197,000 △ 150,427 
      備品消耗品費 0 288,000 288,000 
      修　繕　費 0 0 0 0 
      水道光熱費 176,000 198,554 257,000 58,446 
      賃  借  料 1,607,000 1,433,858 1,492,000 58,142 
      慶  弔  費 48,000 4,818 48,000 43,182 
      保　険　料 0 9,777 0 △ 9,777 
      諸  会  費 192,000 173,000 192,000 19,000 
      租税  公課 1,129,000 1,089,120 1,306,000 216,880 
      研　修　費 75,749 50,000 △ 25,749 
      支払手数料 271,000 95,062 252,000 156,938 
      支払寄付金 3,000,000 4,010,000 3,000,000 △ 1,010,000 
      雑      費 150,000 0 499,000 499,000 
        その他経費計 21,672,416 21,314,745 20,872,060 △ 442,685 
          事業費  計 33,158,106 32,322,858 33,700,194 1,377,336 
  【管理費】
    （人件費）
        人件費計 500,000 328,005 500,000 171,995 
    （その他経費）
        その他経費計 197,520 306,361 187,370 △ 118,991 
          管理費  計 697,520 634,366 687,370 53,004 
            経常費用  計 33,855,626 32,957,224 34,387,564 1,430,340 
              当期経常増減額 87,458 1,470,312 195,407 △ 1,274,905 
【経常外収益】
    経常外収益  計 0 31,870 0 △ 31,870 
【経常外費用】
    経常外費用  計 0 0 0 0 
        税引前当期正味財産増減額 87,458 1,502,182 195,407 △ 1,306,775 
        法人税、住民税及び事業税 71,000 71,033 71,000 △ 33 
          当期正味財産増減額 16,458 1,431,149 124,407 △ 1,306,742 
          前期繰越正味財産額 24,777,361 24,488,872 25,920,021 1,431,149 
          次期繰越正味財産額 24,793,819 25,920,021 26,044,428 124,407 

※その他の事業の実施予定はありません。

[税込]（単位：円）

特定非営利活動法人ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾈｲﾊﾞｰｽﾞ
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